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令和４年度
デジタル田園都市国家構想実現に向けた地域課題の
解決・改善の取組等に関する調査結果
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1.本調査の概要
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1.本調査の概要

全国1,788の都道府県･市区町村に対し、デジタル田園都市国家構想の実現に向け、各地方公共団体
の取組の現状を把握するとともに、来年度に向けた施策を検討するため、アンケート調査を実施

■調査対象：全地方公共団体（1,788団体：47都道府県、1,741市区町村）

■調査時期：令和4年6月24日～7月31日

■調査方法：総務省の「自治体調査・照会システム」を使用し、都道府県・市区町村の地方創生担当部局に照会

■回答数：1,352団体／1,788団体（75.6％）

■調査項目（全18問）
• デジタル田園都市国家構想の実現に向けた取組状況（計8問）
• 地域におけるデジタル実装の取組に対する財政支援について（計3問）
• サテライトオフィス等による企業進出・移住等の推進について（計6問）他

本調査は、当事務局において令和元年度より継続して実施している「未来技術を活用した地域課題の
解決・改善の取組等に関する調査」を引き継ぐものであり、「デジタル田園都市国家構想」の推進を踏ま
え、質問内容・構成等の見直しを行った

-留意事項-



2.KPIの達成状況
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2.KPIの達成状況（デジタルの実装）

• デジタル田園都市国家構想基本方針（令和4年6月7日閣議決定）において、「2024年度末まで
にデジタルの実装に取り組む地方公共団体1,000団体の達成を目指す」としている

• 本調査において「地域へのサービスの実装段階にある」と回答した団体数は、令和3年11月時点では
387団体であったが、令和4年8月時点では305団体増加し、702団体に達している

702団体

387団体

令和3年11月時点
※「令和３年度未来技術を活用した地域課題
の解決・改善の取組に対する調査」で、
「実装段階の未来技術が存在する」と
回答した団体

KPI
1000団体

2024年度末目標
（令和6年度末）

令和4年8月時点
※「令和４年度デジタル田園都市国家構想実現
に向けた地域課題の解決・改善の取組等に
関する調査」で、「地域へのサービスの実装
段階にある」と回答した団体
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2.KPIの達成状況（サテライトオフィス等の整備）

• デジタル田園都市国家構想基本方針において、「企業版ふるさと納税等の活用を通じて、全国に
サテライトオフィス等の整備を促し、2024年度末までに全国の地方公共団体1,000団体における
設置を目指す」としている

• 本調査において「サテライトオフィス等（の活用）による企業進出や移住等の推進に取り組んでいる」
と回答した団体数は、令和3年11月時点では479団体であったが、令和4年8月時点では175団体
増加し、654団体に達している

654団体
479団体

令和3年11月時点
※「令和３年度未来技術を活用した地域課題の解決・
改善の取組に対する調査」で、「サテライトオ
フィス等（の活用）による企業進出や移住等の推
進に資する取組を行っていると回答した団体

KPI
1000団体

2024年度末目標
（令和6年度末）

令和4年8月時点
※「令和４年度デジタル田園都市国家構想実現
に向けた地域課題の解決・改善の取組等に
関する調査」で、「サテライトオフィス等
（の活用）による企業進出や移住等の推進
に取り組んでいる」と回答した団体



3.デジタル技術を活用した地域課題の解決・改善への
取組状況
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デジタル技術を活用した地域課題の解決・改善への取組状況

• アンケート回答団体の約6割がデジタル技術を活用した地域課題の解決・改善に取り組んでおり、
既に実証フェーズを終え、地域へのサービス実装段階に達している団体は全体の過半数を占めている

貴団体において、DXの推進等のデジタル技術を活用した地域課題の解決・改善に取り組んでいますか
（※地方公共団体内部の業務効率化等に留まり、地域の住民や企業に直接サービスが享受されない取組（例：自治体

職員向けのチャットツールの導入等）は対象外）

問1-1

52%

6%

11%

15%

15%
1%

関心はあるが、特段の
取組は行っていない
202自治体

地域へのサービス
実装段階にある
702自治体

n＝
1352団体

取組を進める方向で、具
体的に検討中である

143自治体

関心があり、情報収集段
階である

204自治体

現時点では実証実験、
試験運用の段階にある

88自治体

関心はなく、
取組も行っていない

13自治体
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デジタル技術を活用した地域課題の解決・改善への取組状況

• 多くの団体において、オンライン申請や書かない窓口等の行政・住民サービスからデジタル技術の活用
に取り組んでいる

• また、コロナ禍を背景に、教育分野においてデジタル技術の活用に取り組む団体が大きく増加している

デジタル技術を活用したサービスを使い、地域課題の解決・改善に取り組んでいる分野を選択してください
【複数回答可】

問1-２

45
90

126
152

214
218

242
244
249

285
309

373
534

573
611

その他
環境・エネルギー

移住・定住・関係人口
インフラメンテナンス

文化・スポーツ
産業振興

観光
農林水産
交通・物流
防災・防犯
医療・福祉

子育て
教育

住民サービス
行政サービス

n＝
790自治体
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デジタル技術を活用した地域課題の解決・改善への取組状況

地域課題の解決・改善に寄与しているデジタル技術を活用したサービスを選択してください【複数回答可】問1-3

565
514 493 490

362
324 317

287
258 252 235 217 196 183 175 165 162 157 155 138 134 126 125 123 121 121 119 117 114 112 109 103

オ
ン
ラ
イ
ン
学
習
環
境
整
備

コ
ン
ビ
ニ
交
付

キ
ャ
ッ
シ
ュ
レ
ス
導
入

オ
ン
ラ
イ
ン
申
請

校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
導
入

公
共
施
設
利
便
性
向
上

デ
ジ
タ
ル
サ
イ
ネ
ー
ジ
の
設
置

通
信
環
境
の
強
化

Ａ
Ｉ
ー
Ｏ
Ｃ
Ｒ
処
理

GIS

活
用
に
よ
る
イ
ン
フ
ラ
情
報
の
デ
ジ
タ
…

リ
モ
ー
ト
で
の
窓
口
対
応

母
子
健
康
手
帳
ア
プ
リ

ス
マ
ー
ト
農
業

健
康
ポ
イ
ン
ト

遠
隔
合
同
授
業
の
環
境
整
備

保
育
所
等
業
務
の
デ
ジ
タ
ル
化

中
小
企
業
へ
の
デ
ジ
タ
ル
ツ
ー
ル
導
入
、…

個
別
最
適
化
学
習

GIS

を
活
用
し
た
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
デ
ジ
…

バ
ス
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン
シ
ス
テ
ム

オ
ン
デ
マ
ン
ド
交
通
シ
ス
テ
ム

セ
ン
サ
ー
／
カ
メ
ラ
／
ド
ロ
ー
ン
の
活
用
に
…

観
光
デ
ー
タ
（
位
置
情
報
・
人
流
）
の
分
析

窓
口
入
力
支
援
シ
ス
テ
ム

高
齢
者
の
見
守
り

セ
ン
サ
ー
／
カ
メ
ラ
／
ド
ロ
ー
ン
の
活
用
に
…

鳥
獣
害
対
策

VR

コ
ン
テ
ン
ツ
の
制
作

デ
ジ
タ
ル
ラ
イ
ブ
ラ
リ
ー

健
康
管
理
ア
プ
リ

そ
の
他

道
路
修
理
・
補
修
伝
達
シ
ス
テ
ム

GIS

を
活
用
し
た
ハ
ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の
デ
ジ
タ
ル
化

／
オ
ー
プ
ン
化

セ
ン
サ
ー
／
カ
メ
ラ
／
ド
ロ
ー
ン
の
活
用
に
よ
る

イ
ン
フ
ラ
整
備
・
監
視

セ
ン
サ
ー
／
カ
メ
ラ
／
ド
ロ
ー
ン
の
活
用
に
よ
る

自
然
災
害
の
遠
隔
調
査

※自治体からの回答数が100を上回ったものを抜粋

• 行政・住民サービス、教育、子育て、農業、医療・福祉、防災、交通、観光等、様々な分野において
デジタル技術を活用したサービスの導入が進んでいる

n＝790

GIS

活
用
に
よ
る
イ
ン
フ
ラ
情
報
の
デ
ジ
タ
ル
化
／

オ
ー
プ
ン
デ
ー
タ
化

中
小
企
業
へ
の
デ
ジ
タ
ル
ツ
ー
ル
導
入
、D

X

支
援
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デジタル技術を活用した地域課題の解決・改善への取組状況

デジタル技術を活用したサービス導入・実装にあたる貴団体の財源について当てはまる内容を選択してください
【複数回答可】

問1-４

42

66

88

151

228

278

461

554

0 100 200 300 400 500 600

企業版ふるさと納税以外の民間資金…

企業版ふるさと納税

その他

都道府県の補助事業

地方創生推進交付金

デジタル田園都市国家構想推進交付金

その他国の補助事業

自治体の単費

※企業版ふるさと納税以外の民間資金とは、個人からのふるさと納税やクラウドファンディング等を想定

• 多くの団体において、自治体の単費だけでなく、デジタル田園都市国家構想推進交付金や地方創生
推進交付金、その他国の補助事業等を活用して、サービスの導入・実装を進めている

• 導入するサービスに応じて、複数の交付金や補助金を活用しているケースも見られる

n＝702

企業版ふるさと納税以外の民間資金
（個人からのふるさと納税やクラウドファンディング等）
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デジタル技術を活用した地域課題の解決・改善への取組状況

実証実験・試験運用の段階にあるものの、実装段階に至っていない理由について当てはまる理由を選択して
ください【複数回答可】

問1-5

8

9

19

25

26

29

35

n＝
88団体

• デジタル技術を活用したサービスの実証段階にある団体が実装段階にまで至っていない要因としては、
予算や人員等の役所内のリソース不足や、実装に向けた具体的なステップがわからないといった課題が
挙げられている

その他

実装事業のための予算が不足・目途がたたないため

実証・試験を踏まえた具体的な実装内容や計画がわからな
いため

実装事業を担当する役所内の人員が不足しているため

実装事業を推進するには、役所内の意識や機運が醸成され
ていないため

実装事業を推進するには、地域住民の理解や関心が得られ
ていないため

実証・試験に協力する民間事業者や協議会の力では実装
が困難であるため



37

59

81

140

179

204

213

14

デジタル技術を活用した地域課題の解決・改善への取組状況

検討段階、情報収集段階から実際に取り組む段階に至っていない理由について当てはまる理由を選択して
ください【複数回答可】

問1-6

• 検討段階・情報収集段階に止まっている要因としては、デジタル技術を活用して、どのような地域の課
題に取り組むべきかという「課題特定」に難しさを感じている団体が多い

• また、予算や人員等の役所内のリソース不足に加えて、そもそも役所内の意識や機運の醸成が不足
しているという指摘も多い

n＝
347団体

その他

デジタル技術を活用して地域の課題を解決・改善する役所内
の人員が不足しているため

デジタル技術を活用して解決・改善する地域の課題を把握
しきれていないため

デジタル技術を活用して地域の課題を解決・改善するには、
役所内の意識や機運が醸成されていないため

デジタル技術を活用して地域の課題を解決・改善する予算が
不足・目途がたたないため

デジタル技術を活用して地域の課題を解決・改善するための
総合的なDX推進計画の策定方法が分からないため

デジタル技術を活用して地域の課題を解決・改善するには、
地域住民の理解や関心が得られていないため
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デジタル技術を活用した地域課題の解決・改善への取組状況

現時点で、取組を行っていない理由について当てはまる理由を選択してください【複数回答可】問1-7

3

42

72

96

120

133

160

• 現時点で取組を行っていない団体の理由としては、役所内の人員不足が最も多く挙げられている
• 予算の不足や意識・機運の醸成不足、課題特定の難しさなど、課題が全般的に挙げられているが、
主体的に取り組む担当者が不在のため、取組の着手に至っていない状況が想定される

n＝
215団体

その他

デジタル技術を活用して地域の課題を解決・改善する役所内
の人員が不足しているため

デジタル技術を活用して解決・改善する地域の課題を把握
しきれていないため

デジタル技術を活用して地域の課題を解決・改善するには、
役所内の意識や機運が醸成されていないため

デジタル技術を活用して地域の課題を解決・改善する予算が
不足・目途がたたないため

デジタル技術を活用して地域の課題を解決・改善するための
総合的なDX推進計画の策定方法が分からないため

デジタル技術を活用して地域の課題を解決・改善するには、
地域住民の理解や関心が得られていないため



4.サテライトオフィス等による企業進出・移住等の
推進について

16

※「サテライトオフィス等」とは、サテライトオフィス、シェアオフィス、コワーキングスペースなど、
テレワークにより働く環境または機能を有する施設を指す
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サテライトオフィス等による企業進出・移住等の推進について

サテライトオフィス等による企業進出や移住等の推進に資する取組として、貴団体で取り組まれている内容
（過去実施したものも含む）について当てはまる内容を選択してください【複数回答可】

問3-1

47

130

131

167

177

237

253

268

0 50 100 150 200 250 300

自治体が運営する既設サテライトオフィス等の改修

誘致企業や移住者向けサテライトオフィス等の説明会やマッチングイベントの開催

民間企業が運営するサテライトオフィス等の改修への財政補助

それ以外のサテライトオフィス等の利用推進に資する取組

サテライトオフィス等のお試し利用といった体験型プロモーション

自治体が運営するサテライトオフィス等の新規開設

地域内のサテライトオフィス等についての誘致企業や移住者向け周知広報

民間企業が運営するサテライトオフィス等の新規開設への財政補助

• 企業進出・移住等の推進に向けて、各団体においては、新たなサテライトオフィス等の開設（自ら運営
する施設の新規開設、民間運営施設の新規開設への財政補助）や、既存のサテライトオフィス等の
利用促進に向けた周知広報や体験型プロモーションなどに取り組んでいる

n＝654
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サテライトオフィス等による企業進出・移住等の推進について

現在実施中または実施したことのある取組について、貴団体の財源として当てはまる内容を選択してください
【複数回答可】

問3-2

13

27

57

93

178

188

216

302

0 50 100 150 200 250 300 350

企業版ふるさと納税以外の民間資金

企業版ふるさと納税

その他

県の補助事業

その他国の補助事業

地方創生拠点整備交付金・地方創生推進交付金

デジタル田園都市国家構想推進交付金・地方創生テレワーク交付金

自治体単費

• サテライトオフィス等の整備や利用促進の取組に係る財源としては、自治体の単費によるものに加え、
交付金や国の補助事業を活用するもののほか、企業版ふるさと納税を活用するケースも出てきている

n＝654
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サテライトオフィス等による企業進出・移住等の推進について

今後、サテライトオフィス等による企業進出や移住等の推進に関する取組を進めていく予定はありますか
【単一回答】

問3-3

• サテライトオフィス等の活用による企業進出や移住等の推進に関する取組について、現時点で確実な
取組予定がある団体は回答全体の1割程度に止まる一方、6割を超える団体が今後取り組むことを
検討している

2% 7%

28%

63%

令和４年度中に取り組む予定

令和４年度以降に取り組む予定

今後取り組む予定はない

今後取り組むかどうかを検討中

n＝
698団体

194自治体

432自治体

50自治体
13自治体



参考：デジタル田園都市国家構想実現に向けた
財政措置等への関心
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デジタル田園都市国家構想実現に向けた財政措置等への関心

令和３年度補正予算 デジタル田園都市国家構想推進交付金 デジタル実装タイプTYPE1問2-1

令和３年度補正予算 デジタル田園都市国家構想推進交付金 デジタル実装タイプTYPE2/3問2-2

地方創生推進交付金「Society5.0タイプ」問2-3

それぞれに関して、今後も継続して措置された場合、貴団体は活用したいと思いますか【単一回答】

49

62

252

320

375

573

848

792

478

135

123

49

Society5.0タイプ

デジタル実装タイプ
TYPE2/3

デジタル実装タイプ
TYPE1

関心があり、すぐにでも活用したい 関心があり、活用を検討したい 関心はあるが、現時点で活用する予定はない 今のところ関心はない

n＝1,352



101
141

159
162

205
208

423

施設整備数の上限緩和
施設の利活用促進費の上限緩和

その他
進出企業定着・地域活性化支援事業に係る経費の上限緩和

施設整備費の上限緩和
個社専有オフィスの対象化

附帯施設・設備に係る整備費の上限緩和

22

令和３年度補正予算「デジタル田園都市国家構想推進交付金 地方創生テレワークタイプ」について【単一回答】

施設の新規開設・改修などのハード整備事業及び企業誘致・利用促進に向けたプロモーション、ビジネスマッチング等の
プロジェクト推進に関連する交付金メニューの活用に関心はありますか。

問3-4

施設立ち上げに概ね見通しが立っており、次のフェーズとしてサテライトオフィス等に入居した進出企業と地元企業等が、
地域資源を活用し地域活性化を推進するプロジェクトに関連する交付金メニューの活用に関心はありますか。

問3-5

51

68

208

282

743

727

255

180

94

95

問3-5

問3-4 関心があり、すぐにでも活用したい
関心があり、活用を検討したい
関心はあるが、現時点で活用する予定はない
今のところ関心はない
交付金の交付対象団体ではない

デジタル田園都市国家構想推進交付金（地方創生テレワークタイプ）について、要件緩和や制度拡充の要望はありますか。問3-6

デジタル田園都市国家構想実現に向けた財政措置等への関心

n＝1,352

n＝1,352
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内閣官房 デジタル田園都市国家構想実現会議事務局／内閣府 地方創生推進室
担当：鈴木、寺沢、仁昌寺（担当参事官：飯嶋 威夫）
電話：03-6257-3889
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